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５Ｇの全国展開に向けて

令和元年６月12日
総務省 総合通信基盤局
電波部長 田原 康生

資料1



2

・全国キャリアへの５Ｇ電波の割当てについて

・条件不利地域へのエリア展開

・ローカル５Ｇの導入に向けた検討
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4第５世代移動通信システム(５Ｇ)とは

2G 3G LTE/4G

低遅延

同時接続

移動体無線技術の
高速・大容量化路線

超高速

現在の移動通信システムより
100倍速いブロードバンドサー
ビスを提供

多数同時接続
スマホ、PCをはじめ、身の回り
のあらゆる機器がネットに接続

超低遅延

利用者が遅延（タイムラグ）を
意識することなく、リアルタイム
に遠隔地のロボット等を操作・
制御

5G

＜5Gの主要性能＞ 超高速

超低遅延

多数同時接続
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最高伝送速度 10Gbps 

1ミリ秒程度の遅延

100万台/km²の接続機器数

⇒２時間の映画を３秒でダウンロード（LTEは5分）

⇒ロボット等の精緻な操作（LTEの10倍の精度）をリア
ルタイム通信で実現

⇒自宅部屋内の約100個の端末・センサーがネットに接続
（LTEではスマホ、PCなど数個）

ロボットを遠隔制御

5Gは、AI/IoT時代のICT基盤

1993年 2001年 2010年 2020年



5（１） 地方が抱える課題解決に向けた「５Ｇ総合実証試験」の推進

高精細・高臨場感の映像コンテンツ伝送

５Ｇを活用した遠隔診療

工場での産業用ロボット制御

建機の遠隔操縦

実際の工事現場において、建機2台による連携作業を検証



65Gの活用事例

医療格差の解消：低遅延の高精細診断映像による遠隔診療

安全・確実・スピーディな災害復旧など：
人型ロボットによる遠隔作業

4K/8K映像で、生育状況だけ
でなく、胎児の表情まで見え
る遠隔妊婦検診を実現

安全な場所からロボットに「乗り移って」
危険な場所（事故現場等）でも正確に作業

4K/8K映 像を 用い て患部 状況 等を
シェアすることで、遠隔地の専門医が
地方の手術を支援（写真は脳手術）

202X年

高精細

応用可能

ロボットを用いたリアル
タイムの精緻な作業が可能

２
Ｋ

４
Ｋ

2018年

人手不足解消：建設機械の遠隔操作

東京港区から千葉市美浜区の建機を低遅延で遠隔操作
⇒農耕機（トラクタ等）などへの応用が可能

正面モニタ
（８Ｋ）



7５Ｇ特定基地局の開設計画に係る認定申請の概要

○ 本年１月24日（木）から同年２月25日（月）までの間、第５世代移動通信システムの導入のための特定基地局
の開設計画の認定申請を受け付けたところ、４者から申請があった。

■ 申請者４者（50音順）

○ 株式会社ＮＴＴドコモ、 ＫＤＤＩ株式会社／沖縄セルラー電話株式会社※１、 ソフトバンク株式会社、 楽天モバイル株式会社※２

※１ KDDI株式会社及び沖縄セルラー電話株式会社に係る申請については、地域ごとに連携する者として申請しているため、第５世代移動通信システムの
導入のための特定基地局の開設指針の規定に基づき、１の申請とみなして、審査を行う。

※２ 平成31年４月１日に「楽天モバイルネットワーク株式会社」から社名変更。

■ 割当て枠と割当て希望枠数

○ 3.7GHz帯及び4.5GHz帯については、６枠 （100MHz幅） に対し、合計７枠の希望 →

○ 28GHz帯については、４枠 （400ＭＨｚ幅） に対し、合計４枠の希望 → ４者とも１枠ずつ割当て可能

４者とも１枠ずつ割当て可能。他方、２枠目を
希望する３者のうち、１者の希望枠１枠が不足

※ 設備投資額、５G基盤展開率、特定基地局数及びMVNO数／MVNO契約数については、2024年度末までの計画値。

申請者（50音順） ＮＴＴドコモ
KDDI／

沖縄セルラー電話 ソフトバンク 楽天モバイル

希望周波数帯域幅（希望枠数）

① 3.7GHz帯及び4.5GHz帯
【100MHz×６枠】

200MHz（２枠） 200MHz（２枠） 200MHz（２枠） 100MHz（１枠）

② 28GHz帯 【400MHz×４枠】 400MHz（１枠） 400MHz（１枠） 400MHz（１枠） 400MHz（１枠）

サービス開始時期 2020年春 2020年３月 2020年３月頃 2020年６月頃

特定基地局等の設備投資額
（※基地局設置工事、交換設備工事及び伝送設備工事
に係る投資額）

約7,950億円 約4,667億円 約2,061億円 約1,946億円

５G基盤展開率 97.0％（全国） 93.2％（全国） 64.0％（全国） 56.1％（全国）

特定基地局数
（※屋内等に設置するものを除く。）

① 3.7GHz帯及び4.5GHz帯 8,001局 30,107局 7,355局 15,787局

② 28GHz帯 5,001局 12,756局 3,855局 7,948局

MVNO数／MVNO契約数
（Ｌ２接続に限る）

24社/850万契約 ７社/119万契約 ５社/20万契約 41社/70.6万契約
7



8審査方法について

以下のとおり審査を行い、割当てを実施。
① 申請者が絶対審査基準（最低限の要件）に適合しているかを審査。（全周波数共通で審査）
② 絶対審査基準を満たした全ての申請者の申請に対して比較審査（競願時審査）を実施。

（3.7GHz帯及び4.5GHz帯は一体として割当て審査を実施。）
⇒ 審査の結果、評価点数の高い者から順に希望する周波数枠の割当てを実施。

（3.7GHz帯及び4.5GHz帯：100MHzずつ、28GHz帯：400MHzずつ）

○ エリア展開
－ ５Ｇ基盤展開率を50%以上とする計画か
－ ２年後に全都道府県で運用開始するか

○ 設備
－ 安全・信頼性確保の計画があるか

○ サービス
－ 必要な資金調達計画があるか
－ MVNOへのネットワーク提供計画があるか

○ その他
－ 既存事業者へ事業譲渡しないか 等

① 絶対審査（項目例）

② 比較審査（項目例）

○ エリア展開
－ ５Ｇ基盤展開率がより大きいか
－ 特定基地局開設数がより多いか

○ 設備
－ 安全・信頼性確保の計画が充実しているか

○ サービス
－ MVNOへのネットワーク提供計画が充実し

ているか
－ ５Ｇ利活用拡大計画が充実しているか

○ その他
－ 不感地域解消人数がより多いか 等

周波数枠の割当て



9審査結果を踏まえた周波数割当（まとめ）

【3.7GHz帯】

【4.5GHz帯】

4500MHz

⑥
NTTドコモ

100MHz ↑↓

【28GHz帯】

②
NTTドコモ

400MHz ↑↓

①
楽天モバイル
400MHz ↑↓

③
楽天モバイル
100MHz ↑↓

②
KDDI/沖縄セルラー電話

100MHz ↑↓
3600MHz 3700MHz 3800MHz

④
ソフトバンク

100MHz ↑↓

⑤
KDDI/沖縄セルラー電話

100MHz ↑↓
3900MHz 4000MHz 4100MHz

①
NTTドコモ

100MHz ↑↓

④
ソフトバンク

400MHz ↑↓

○ 審査結果を踏まえ、以下のとおり割当てを実施。
［3.7GHz帯及び4.5GHz帯］ ２枠割当て：ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ／沖縄セルラー電話

１枠割当て：ソフトバンク、楽天モバイル

［28GHz帯］ １枠割当て：全ての申請者

27.0GHz 27.4GHz 27.8GHz 29.1GHz 29.5GHz28.2GHz

4600MHz

※ １枠当たり100MHz幅

※ １枠当たり400MHz幅

なお、割当て（開設計画の認定）に当たり、全者共通の条件及び個者への条件を付すこととする。

③
KDDI/沖縄セルラー電話

400MHz ↑↓



10５Ｇ割当指標における全国展開確保に関する考え方

5Ｇ時代は“人だけ”から“あらゆるモノ”がサービスの対象となる。
⇒都市部・地方部を問わず「事業展開の可能性がある場所」に柔軟にエリア展開できる指標を設定することが重要。
５Ｇに地域課題解決や地方創生への活用が期待される。
⇒地方での早期エリア展開を評価する指標を設定することが重要。

○ 従来の人口等のカバレッジの広さを評価する指標に代わって、以下のような点を評価する指標を設
け、都市部だけでなく地方部への早期の５Ｇ展開の促進を図る。

① 「全国への展開可能性の確保」→ ５Ｇを展開する可能性を広範に確保できているかを評価

② 「地方での早期サービス開始」→ 全都道府県におけるサービス開始時期を評価

③ 「サービスの多様性の確保」 → 全国における特定基地局の開設数や５Ｇ利活用に関する計画を評価

基本的考え方

開設指針指標ポイント

都市部・地方都市
森林・海水域

事業展開
困難エリア

これまでの指標（人口カバー率）で優先的に整備されてきたエリア
ルーラル郊外

特に5Ｇ展開を期待されているエリア（社会課題解決・地方創生等）



11５Ｇの広範な全国展開確保のイメージ

全国を10km四方のメッシュ（国土地理院発行の２次メッシュ）に区切り、都市部・地方部を問わず事業可能性
のあるエリア※を広範にカバーする。 ※対象メッシュ数：約4,500

①全国及び各地域ブロック別に、５年以内に50%以上のメッシュで５Ｇ高度特定基地局を整備する。
（全国への展開可能性の確保）

② 周波数の割当て後、２年以内に全都道府県でサービスを開始する。 （地方での早期サービス開始）
③全国でできるだけ多くの特定基地局を開設する。 （サービスの多様性の確保）

（注） ＭＶＮＯへのサービス提供計画を重点評価（追加割り当て時には提供実績を評価）

※ ５Ｇ用周波数の特性上、1局でカバーできるエリアが小さく、従前の「人口カバー率」を指標とした場合、従来の数十倍程度の基地局投資が必要となるため、
人口の少ない地域への5Ｇ導入が後回しとなるおそれ。

山岳地帯

海水面

大都市

地方都市

郊外・ルーラル地域

従来の人口カバー率の考え方による整備エリア
→ 居住地域主体、大都市から整備

今般の開設指針の考え方による整備エリア（赤囲み部分）
→ 居住地域だけでなく、都市部・地方を問わず事業可能性のあるエリアに整備

海水面

山岳地帯
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10km四方のメッシュに区切り、メッシュ毎に５Ｇ高度特定基地局（ニーズに応じた柔軟な追加展開
の基盤となる特定基地局）を整備することで、５Ｇの広範な全国展開を確保することが可能。

５Ｇの広範な全国展開確保のイメージ

（参考）平均的な生活・産業圏は居住地から概ね10km以内

1.1km

1.1km

1.3km

1.4km
2km 2.3km

4.1km

5.9km

税務署

7.6km

病院

保健所

消防署

市町村役場・
出張所

警察署・交番

公民館

小学校

郵便局

複数の特定基地局（子局）を展開可能な

超高速回線を備えた基盤となる５Ｇ高度特定
基地局を各メッシュ毎に整備

特定基地局
（子局）

５Ｇ高度特定基地局
（親局）

10km

10km

特定基地局
（子局）

特定基地局
（子局）

展開

展
開

大容量光ファイバ

光ファイバ

光
フ
ァ
イ
バ

工事現場
診療所

スタジアム

役場

（
追
加
展
開
可
能
）

＜各メッシュにおける５Ｇ展開イメージ＞

利用者から見た各公共的施設等までの平均距離（全国平
均）については、下図のとおり最も離れた公共的施設等でも
10km程度となっている。

特定基地局
（子局）
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14携帯電話等エリア整備事業の概要
携帯電話等は国民生活に不可欠なサービスとなりつつあるが、地理的条件や事業採算上の問題により利用することが困難な地域や現在の携帯電話シス
テムの主流である3.9世代移動通信システム（ＬＴＥ）以降のシステムが利用できない地域がある。それらの地域において携帯電話等を利用可能とし、
ＬＴＥ以降のシステムの普及を促進することにより、電波の利用に関する不均衡を緩和し、電波の適正な利用を確保することを目的とする。

地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）において、地方公共団体が携帯電話等の基地局施設（鉄塔、無線設備等）、伝送路施設
（光ファイバ等）を整備する場合や、無線通信事業者等が基地局の開設に必要な伝送路施設や高度化施設（ＬＴＥ以降の無線設備等）を整備する場合
に、当該基地局施設や伝送路の整備に対して補助金を交付する。

施策の概要

ア 事業主体：地方公共団体 ←基地局施設・伝送路施設（設置）

無線通信事業者 ←高度化施設（設置）、伝送路施設（運用）

イ 対象地域：地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）

ウ 補助対象：基地局施設（鉄塔、局舎、無線設備等）、伝送路施設（光ファイバ等）、

高度化施設（ＬＴＥ以降の無線設備等）の設置費用

伝送路施設の運用費用（※中継回線事業者の設備の１０年分の使用料）

エ 負担割合：

イメージ図（基地局施設、伝送路施設）

③伝送路施設（海底光ファイバ）の設置費用

※3:財政力指数0.3未満の有人国境離島市町村（全部
離島）が設置する場合は4/5、道府県・離島以外
市町村の場合は1/2、東京都の場合は1/3

離島市町村
１/３

国２/３※３
市町村
１/５国２/３※１

都道
府県
２/１５

①基地局施設の設置費用

※1:整備対象エリアが100世帯以上の場合は1/2
(都道府県1/5、市町村3/10)

②高度化施設の設置費用・伝送路施設の運用費用

無線通信事業者

１/３
国２/３※２

※2:整備対象エリアが100世帯以上の場合は1/2

携帯電話交換局等 

 

 

LTE対応アンテナ
への高度化

LTE or 3G・LTE共用送
受信機への高度化

イメージ図（高度化施設）（②）

or

伝送路施設（海底光ファイバ）（③）

基地局施設（①）
伝送路施設（②）

LTE専用機 ３G・LTE共用機

○所要経費（一般会計）

平成３１年度予算額 ３，１６５百万円

平成３０年度予算額 ３，３６０百万円
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5G・IoT等の高度無線環境の実現に向けて、地理的に条件不利な地域において、電気通
信事業者等による、高速・大容量無線局の前提となる伝送路設備等の整備を支援。

具体的には、電波利用料財源を活用し、無線局エントランスまでの光ファイバを整備する
場合に、その事業費の一部を電気通信事業者等に補助する。

（億円）当初予算額スマートホーム

通信ビル

教育ＩｏＴ スマートモビリティ観光ＩｏＴ

農業IoT

コワーキング
スペース

無線局
エントランス

（クロージャ等）

地域の拠点的地点

ア 事業主体： 直接補助事業者：自治体、第３セクター、一般社団法人等、間接補助事業者：民間事業者

イ 対象地域： 地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）

ウ 補助対象： 伝送路設備、局舎（局舎内設備を含む。）等
エ 負担割合：

イメージ図
高速・大容量無線局の前提となる伝送路

令和元年度予算額：52.5億円

（自治体が整備する場合）

国
２／３

自治体
１／３

国（※）
１／２

自治体（※）
１／２

【離島】

【その他の条件不利地域】

（第３セクター・民間事業者が整備する場合）

国
１／２

３セク・民間
１／２

国
１／３

【離島】

【その他の条件不利地域】

３セク・民間
２／３

（※）財政力指数０．５以上の自治体
は国庫補助率１／３

高度無線環境整備推進事業の概要
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一般社団法人等
１/２

無線設備
電源設備

イメージ図（医療施設の場合）

屋内アンテナ
Ａ

基地局

電波が遮へい

Ｂ

交換局

C

C Ｂ ＢC

電波遮へい対策事業の概要

鉄道トンネル等の人工的な構築物により電波が遮へいされる場所や医療施設等の公共施設内でも携帯電話等が利用
できるようにし、非常時等における通信手段の確保など、電波の適正な利用を確保することを目的とする。

鉄道トンネル等の電波が遮へいされる場所や医療施設等の公共施設内において、一般社団法人等が移動通信用中継施設を整備する場合、国
が当該施設の整備に対して補助金を交付する。

施策の概要

ア 事業主体：一般社団法人等

イ 対象地域：鉄道トンネル、道路トンネル、医療施設

ウ 補助対象：移動通信用中継施設（鉄塔、局舎、アンテナ、光ケーブル等）

エ 負担割合：

イメージ図
【道路トンネル】

一般社団法人等
１/２

国
１/２

【鉄道トンネル※１】

鉄道事業
者１/６

【医療施設※２】

電波が遮へい

基地局

Ｂ

携帯電話

無線設備
電源設備

イメージ図（鉄道トンネルの場合） イメージ図（道路トンネルの場合）

【光基地局方式】 【吹込み方式】

国
１/３

一般社団法人等
１/２

交換局

注：無線局Aと無線局Bとの間の電波が遮へいされるため、無線局Cを設置することによりトンネル内での通信を可能とする。

Ａ

C

医療機関
１/６

国
１/３

※２ 原則、医療機関の負担は1/6であるが、医療機関の経営状況等に

よってはこの限りではない。

○所要経費（一般会計）

令和元年度予算額 ４，２４９百万円

平成３０年度予算額 ６，６６４百万円

※１ 直近10年間継続して営業損失が発生している鉄道事業者が営業主体となる

新幹線路線における対策の場合は国５／１２、一般社団法人等７／１２。



17「携帯電話の基地局整備の在り方に関する研究会」の概要

目的

検討事項

（１） 不感エリアにおける基地局整備の現状と課題の整理

（２） 地理的に条件不利な地域における不感エリアの解消に関する方針の策定
① 居住エリア
② 非居住エリア

（３） 電波遮へいエリアにおける不感エリアの解消に関する方針の策定

2018年11月2日 4月19日2019年１月30日 ６月21日

研究会発足
・ 現状・課題の把握
・ 事業者・自治体の
取組・要望の把握①

報告書（案）の提示

最終とりまとめ

開催スケジュール

・事業者・自治体の
取組・要望の把握② ・事業者・自治体の

取組・要望の把握③
・とりまとめ骨子案の提示

12月5日

総務省では、「携帯電話の基地局整備の在り方に関する研究会」（H25.10～H26.3開催）においてとり
まとめた整備方針や具体的な推進方策等を踏まえ、これまで居住地域を中心に携帯電話の不感エリア
の解消に取り組んできた。
一方、昨今は、地方の観光振興や災害時の通信環境の確保等の新しい観点からのニーズが高まっ
ていることから、改めて携帯電話の不感エリアの解消に関する方針を明確化するため、研究会（総合通
信基盤局長の私的研究会。座長は山内弘隆一橋大学大学院教授）を開催し検討を行うもの。

3月5日

骨子案（全体）の提示

意見募集
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・全国キャリアへの５Ｇ電波の割当てについて

・条件不利地域へのエリア展開

・ローカル５Ｇの導入に向けた検討



19ローカル5Gの概要

医療機関が導入
遠隔診療

ゼネコンが建設現場で導入
建機遠隔制御

事業主が工場へ導入
スマートファクトリ

農家が農業を高度化する
自動農場管理

自治体等が導入
河川等の監視

センサー、4K/8K

スタジアム運営者が導入
eスタジアム

自治体による
テレワーク環境の整備

5G

CATVで導入
４Ｋ･８Ｋ動画

ローカル5Gの特徴

ローカル5Gは、地域や産業の個別のニーズに応じて、地域の企業や自治体等の様々な主体
が柔軟に構築できる5Gシステム。

通信事業者によるエリア展開がすぐに進まない地域でも独自に5Gシステムを構築・利用す
ることが可能。

通信事業者のサービスと比較して、他の場所の通信障害や災害、ネットワークの輻輳など
の影響を受けにくい。

（以下は、いずれも導入が想定される事例）

19
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28GHz帯の100MHz幅について早期の制度化を目指す

ローカル5Gは、4.6～4.8GHz及び28.2～29.1GHzの周波数を利用することを想定してい
るが、その中でも、他の帯域に比べて検討事項が少ないと思われる28.2～28.3GHzの
100MHz幅については、年内に制度化を行う想定。

ローカル5Gの候補帯域とスケジュール

2019 2020

28.2-28.3GHz
技術的条件のとり
まとめ（６月）

★

それ以外の帯域
技術的条件のとり
まとめ（６月）

★

制度化、申請受付開始
（11-12月）

★

制度化、申請受付
開始（11-12月）

★

【4.5GHz帯】

4500 4600 4800

NTTドコモ
100MHz ↑↓

ローカル5G①
※公共業務用システムと要調整

27.4 27.8

ソフトバンク
400MHz ↑↓

28.3 29.1 29.528.2

KDDI/沖縄セルラー
400MHz ↑↓

NTTドコモ
400MHz ↑↓

楽天モバイル
400MHz ↑↓

27.0

【28GHz帯等】 ローカル5G②100M
Hz 

↑↓

他システムとの周波数共用条件を検討済

※衛星通信事業者
と要調整

※当面は「屋内」又は「敷地内」で
の利用を基本とする

20
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Ministry of Internal Affairs and 
Communications (MIC)

ご清聴ありがとうございました

http://www.soumu.go.jp/


